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第１章　下関市地域公共交通計画について

〇地域社会にとって「移動」は、暮らしと産業を支え、地域づくりに欠かせないもので、特に公共交通は
　 交通弱者にとって不可欠な社会インフラ。
〇一方で、公共交通利用者の減少、事業者の収益低下、利便性低下で更に利用者が減少するという
　 悪循環に陥っている。
〇本市が「住む人、訪れる人に選ばれるまち」であるためには、都市の魅力が必要。
〇人口減少下でも都市機能・日常生活サービスを維持する必要がある。
〇これらを踏まえ、地域にとって望ましい交通サービスについて示した、地域公共交通計画の策定を進める
　 もの。

改正の概要
●地方公共団体による「地域公共交通　 

計画」（マスタープラン）の作成
●地域における協議の促進
●輸送資源の総動員による移動手段

の確保
●既存の公共交通サービスの改善の　 

徹底

活性化再生法の改正(R2)

改正の概要
●「連携と協働」の促進のための必要な事項の　 

追加、まちづくりとの連携に関する記載の充実
●地域公共交通利便増進事業の留意事項の　 

追加

活性化再生法の改正(R5)
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第１章　下関市地域公共交通計画について

２．計画区域
・下関市全域

３．計画期間
・令和７（2025）年度～令和１１（2029）年度の５年間
   【参考】　現行　「地域公共交通網形成計画」：H29（2018）年度～R8（2027）年度の10年間

４．計画の位置づけ

下関市都市計画マスタープラン（R4.3）

下関市
地域公共交通

計画

下関市立地適正化計画
（R7.６）

〈関連計画〉

等各分野における計画

第3期下関市
まち・ひと・しごと創生総合戦略

（R7.3）

下関市
連携中枢都市圏ビジョン

（R7.3）

下関市
中心市街地にぎわいプラン

（R6.12）

第3次下関市総合計画（R7.3）

〈上位計画〉

下関市土地管理構想
（豊田・豊北地域）

（R7.６）



4

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050
14歳以下 15～64歳 65歳以上
14歳以下の年少人口割合 生産年齢人口の割合 高齢化率

（人）

属
性
割
合

総
人
口

第２章　下関市の現状と課題

１．社会経済情勢
●人口減少と高齢化の進展 ●市街地地域の郊外部及び総合支所管内においては、

　 人口密度が低く、拠点が点在

資料：2020年まで→下関市「統計しものせき（地区別）」、
　2025年以降→推計値は国立社会保障・人口問題研究所　『日本の地域別将来推計人口』（令和5（2023）年推計）

 

地 域 
人口減少

（2020/1980） 
高齢化率 

（2020） 

全体 78％ 36％ 

市街地地域 80％ 34％ 

菊川地域 90％ 39％ 

豊浦地域 74％ 44％ 

豊田地域 54％ 50％ 

豊北地域 44％ 55％ 

 

推計値

資料：R2国勢調査

資料：R2国勢調査（500mメッシュ）
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第２章　下関市の現状と課題

２．公共交通の現状と課題
●自動車利用への依存傾向

●公共交通利用者の減少

資料：平成11年全国都市OD調査、H27下関市パーソントリップ調査
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第２章　下関市の現状と課題

２．公共交通の現状と課題
●鉄道・バスによる人口カバー率は約8割
●地域によりカバー率に格差あり

 

※公共交通カバー圏とは 

バス停から半径 300m 

鉄道駅から半径 800m 圏を対象

※ 

<市街地拡大>

地区 下関市
人口総数

(人)

公共交通
カバー圏域人口

(人)
鉄道:半径800m圏

バス:半径300m圏

公共交通人口
カバー割合

(％)

下関市 255,051 200,712 78.7%

市街地地域 219,078 173,367 79.1%

菊川地域 7,231 6,098 84.3%

豊田地域 4,620 2,777 60.1%

豊浦地域 16,232 12,992 80.0%

豊北地域 7,890 5,478 69.4%
資料：R2国勢調査250m人口メッシュ、R4鉄道データ(国土数値情報)、
         サンデン交通GTFSデータ（R6.3時点）、ブルーライン交通GTFSデータ（R6.4時点）、  
         下関市生活バスHP下関市都市計画基礎調査結果（令和４年度）
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第２章　下関市の現状と課題

２．公共交通の現状と課題
●運転手不足・高齢化 ●バス事業者の厳しい経営状況

■サンデン交通（株）

■ブルーライン交通（株）

■サンデン交通（株） ■ブルーライン交通（株）

資料：下関市

■サンデン交通（株）

資料：下関市

60歳以上が
2割以上

60歳以上が
５割以上

■山口県におけるタクシー運転手・全産業労働者の平均年齢

資料：一般社団法人 全国ハイヤー・タクシー連合会HP
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純欠損額

223

国・県

113

下関市

230

他市等

116

コロナ補助

195

経常費用

2,498百万円

経常収益

38

県 15

下関市

107

他市等

68

経常費用

228百万円

［補助金］26% ［補助金］83%

黒字路線

30

赤字路線

（国・県・市補助路線）

35

赤字路線

64

129

系統

約77%が赤字路線

資料：サンデン交通

資料：ブルーライン交通
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第３章　計画の目標と基本方針

１．計画の目標と基本方針の検討
・公共交通の負のスパイラルを解消するため、「達成すべき目標」を定め、各課題に対する３つの基本方針を検討し、
方向性を示していく。
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　・３つ（都市拠点、地域拠点、集落拠点）の拠点と
　　拠点間の取組の方向性を明示。

第３章　計画の目標と基本方針

２．基本方針の考え方
Ⅰ．まちづくりと連動した持続可能な公共交通ネットワークの構築

① 下関市における将来都市構造（コンパクトプラスネットワークのまちづくり）との連携

■都市拠点
　⇒デジタル技術の活用（アプリ等）
　　 新たな移動手段の検討（ライドシェア等）

■地域拠点
　⇒路線バス・生活バス・タクシーの維持
　　  新たな移動手段の検討
　　  他分野との連携・協働

■集落拠点
　⇒路線バス・生活バス・タクシーの維持
　　 あらゆる輸送資源の総動員
　    新たな移動手段の検討
 　   他分野との連携・協働

■拠点間
　⇒各拠点間の連携軸を維持
 　   交通結節点における機能強化

資料：「下関市都市計画マスタープラン」（R4.3 下関市）
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第３章　計画の目標と基本方針

２．基本方針の考え方
Ⅰ．まちづくりと連動した持続可能な公共交通ネットワークの構築

・立地適正化計画等の考え方を「地域公共交通計画」に反映

② 下関市立地適正化計画及び下関市土地管理構想（豊田・豊北地域）との連携

●居住誘導区域
鉄道駅の利用圏（半径800ｍ）及び運行本数がおおむ
ね片道30 本/日以上のバス路線上のバス停の利用圏（半
径300ｍ）に設定

●都市機能誘導区域
拠点の核となる施設からの徒歩圏（半径800ｍ圏内）を
基本的な範囲とし、公共交通の利便性、用途地域、都市
機能の集積状況等を勘案した区域

●集落拠点
豊田・豊北地域の支所周辺エリアで、日常生活サービス施
設が立地しやすく、公共交通や自家用車でアクセスしやすい
エリア（主要幹線道路、幹線道路の沿道300ｍ、バス停
留所から300ｍ圏）や、すでに日常生活サービス施設が連
担して立地するエリア

居住誘導区域等における公共交通の利便性を高めることを　
目的に…
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第３章　計画の目標と基本方針

２．基本方針の考え方
Ⅰ．まちづくりと連動した持続可能な公共交通ネットワークの構築

③ 持続可能な公共交通ネットワークの構築
・公共交通ネットワークを分類し、その位置づけや方向性を明示。
・分類した路線については、それぞれの役割に応じて路線の再編、サービス水準の向上や地域の実情に応じた様々な
交通モードにより維持・確保。

分類 区間（※1） 方向性
幹線 ●JR 山陽本線、JR 山陰本線

●下関市都市計画マスタープランにおける
　　・都市拠点同士を結ぶ主要路線
　　・都市拠点と地域拠点を結ぶ主要路線
　　・都市拠点と集落拠点を結ぶ主要路線
●下関市立地適正化計画における都市機能誘導
　 区域及び居住誘導区域の区域内を運行し、　
　 運行本数が片道概ね30本／日以上の路線

交通モード：鉄道、路線バス
・路線の維持・確保
・サービス水準の維持・向上
・利便性の向上
・結節機能強化

支線 ●下関市都市計画マスタープランにおける
　　・都市拠点同士を結ぶ幹線以外の路線
　　・都市拠点と地域拠点を結ぶ幹線以外の路線
　　・都市拠点と集落拠点を結ぶ幹線以外の路線
　　・地域拠点同士を結ぶ路線
　　・集落拠点同士を結ぶ路線
●本市拠点と隣接他市を結ぶ路線
●特定の都市機能施設（※2）へアクセスする
　　ことを目的とした路線  

交通モード：路線バス、生活バス等
　 ・幹線を補完
　 ・必要なサービス水準を検討し、
　　 路線の維持・確保

生活
交通

●上記の幹線及び支線に属さない路線
 
 

交通モード：路線バス、生活バス、タクシー等
・日常生活機能の維持・確保
・交通不便地域における移動を確保

※1：幹線・支線の区間については、表中に示すいずれかに該当する路線とする。
※2：特定の都市機能施設とは、病院、商業施設等をいう。
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③ 持続可能な公共交通ネットワークの構築

第３章　計画の目標と基本方針

２．基本方針の考え方
Ⅰ．まちづくりと連動した持続可能な公共交通ネットワークの構築
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Ⅱ．地域公共交通のリ・デザインによる公共交通サービスのアップデート

第３章　計画の目標と基本方針

２．基本方針の考え方

① 既存の地域公共交通のアップデート

・地域の実情に合わせた交通手段の見直し

②　新技術・新制度・デジタル技術の活用
・ライドシェアの導入を推進
・新技術・デジタル技術の活用（自動運転、AI化）等

資料：「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き [実践編]」（R5.10）

資料：「地域公共交通の「リ・デザイン」」国土交通省
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Ⅱ．地域公共交通のリ・デザインによる公共交通サービスのアップデート

第３章　計画の目標と基本方針

２．基本方針の考え方

③ 交通モードの方向性
・各地域に存在する従来の公共交通体系をアップデートし、最大限活用するとともに、地域課題等に応じた新たな
交通サービス導入を検討

 

交通モード 方向性

　【鉄道】 ・市域全体を幹線として位置付け
・将来的にも維持
・鉄道駅の拠点性強化を推進（バリアフリー化等）

　【路線バス】 ・路線を維持・確保
・既存路線網の再編を促進
・自動運転等新たな技術や移動手段の導入を検討

　【生活バス】 ・地域ニーズに応じた運行体系への再編
・AIによる配車・運行、他交通モードへの転換等を柔軟に検討
・地域内の移動サービスを維持

　【タクシー】 ・タクシーを公共交通として位置付け
・デジタル等の活用により、その利便性を高める
・新たな交通サービス導入も検討
　（グループタクシー、乗り合いタクシー等）

　【その他】 ・地域の輸送資源を総動員し、移動手段の確保
・新たな交通サービス・技術の導入
　（MaaS（マース）、自動運転等）
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・官民の共創（エリア一括協定運行等）
・他分野を含めた共創（医療・福祉等垣根を超えた　　
連携事業）

Ⅲ．共創によってみんなで支える公共交通の実現

第３章　計画の目標と基本方針

２．基本方針の考え方

①　多様な主体との連携・協働 ②　市民意識の醸成
・鉄道駅や最寄りバス停までのアクセス性の向上
（サイクルアンドライド、キスアンドライドの推進等）
・JR利用促進協議会など公共交通利用を図るイベントや
情報提供等の実施

・低公害車の導入など環境負荷を低減する取組推進
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下関運動公園 

唐戸市場 まちづくりと連動 

まちづくりと連動 

 
幹線 
・JR 山陰本線及び路線バスに 
より、地域拠点及び豊浦・豊北
地域を連絡 

 
 

 
幹線 
・JR 山陽本線及び路線バスに  
より、地域拠点及び菊川・豊田
地域を連絡 

 
 

 
支線 
・路線バス・生活バス等により、
菊川・豊浦地域を連絡 

 
 

 
幹線 
・路線バスやタクシー等により、
居住誘導区域内等における  
利便性向上、高い集積性の
確保 

 

 
新技術・デジタル等の活用(検討) 
・アプリ等デジタル技術の活用や 
ライドシェア等の新たな移動手段 

 
 

第３章　計画の目標と基本方針

（都市拠点）

●駅を中心に都市機能誘導区域内にお
ける周遊性を高め、まちづくりと一
体となった施策を推進

●アプリ等デジタル技術の活用やライ
ドシェア等、新たな移動手段の検討

●観光客を含む様々な利用者ニーズへ
の対応

3．地域別の方向性
１）市街地地域

（地域拠点）

●都市拠点へアクセスし、都市機能を
支える

● 各 地 域 の 拠 点 ま で の ア ク セ ス を
強化

● 最 寄 り 駅 ま で の サ イ ク ル ア ン ド
ライドやキスアンドライドを推進

●各地域拠点までの集積性を高める

資料：R4鉄道データ(国土数値情報)、サンデン交通GTFSデータ（R6.3時点）、ブルーライン交通GTFSデータ（R6.4時点）、下関市生活バスHP、下関

市都市計画基礎調査結果（令和４年度）、下関市
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新技術・デジタル等の活用(検討) 
・AI オンデマンド交通等の新たな技術の
導入 

・地域のあらゆる輸送資源の総動員 
・タクシー等を利用した新たな交通サー
ビスの導入 

 
 

 
幹線 
・路線バスにより、菊川～都市拠
点・豊田地域間を連絡 

・菊川総合支所から JR 小月駅へ
のアクセスを維持・強化 

 
 

 
支線 
・生活バス等により、菊川～豊浦
地域間を連絡 

・利用者ニーズに応じ交通モードを
柔軟に見直し 

 
 

 
生活交通 
・路線バス、生活バスにより、菊川
地域内から菊川総合支所までの
アクセスを確保 

 
 

第３章　計画の目標と基本方針

3．地域別の方向性
２）菊川地域
●JR小月駅へのアクセスや菊川～豊田

地域間については、現在の路線バス
を連携軸として維持・確保

●生活バスは、利用者ニーズ等に応じ、
AIオンデマンド交通の導入等、新技
術・デジタル技術の活用を検討

●医療や福祉・観光等多様な主体と連
携し、地域のあらゆる輸送資源の総
動員、交通の空白地域・時間帯を中
心に、タクシー等を利用した新たな交
通サービスの導入を検討

資料：R4鉄道データ(国土数値情報)、サンデン交通GTFSデータ（R6.3時点）、ブルーライン交通GTFSデータ（R6.4時点）、下関市生活バスHP、下関

市都市計画基礎調査結果（令和４年度）、下関市
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川棚温泉 

 
幹線 
・JR 山陰本線及び路線バスによ
り、豊浦～都市拠点・豊北地域
間を連絡 

 
 

 
支線 
・生活バス等により、豊浦～菊川
地域間を連絡 

 
 

 
新技術・デジタル等の活用(検討) 
・利用者ニーズ等に応じて移動手段の
再編 

 
 

 
生活交通 
・路線バス、NPO 法人による運行
サービスにより、豊浦地域内から 
豊浦総合支所までのアクセスを  
確保 

 
 

 
支線 
・路線バスにより、豊浦～豊北地
域間を連絡 

 
 

第３章　計画の目標と基本方針

3．地域別の方向性
３）豊浦地域
●南北を縦貫するJR山陰本線を基軸

として、豊浦～都市拠点・豊北地域間
を連携し、サービス水準の維持・向上

●JR川棚温泉駅は、鉄道や路線バスと
の交通結節点として、サイクルアンド
ライドやキスアンドライドの   推進

観光の玄関口としての機能の     維
持・向上

●JR小串駅以北も含め、JR山陰本線
の利用促進

●地域内は、豊浦の総合支所周辺を拠
点とし、現在の鉄道、路線バス、タク
シー、NPO法人による運行サービス
を活用し移動手段を確保

利用者ニーズ等に応じ、これらの移
動手段の再編

資料：R4鉄道データ(国土数値情報)、サンデン交通GTFSデータ（R6.3時点）、ブルーライン交通GTFSデータ（R6.4時点）、下関市生活バスHP、下関

市都市計画基礎調査結果（令和４年度）、下関市、NPO法人高齢者にやさしい町づくりネットワーク・豊浦
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生活交通 
・生活バス等により、豊田地域内
から豊田総合支所までのアクセス
を確保 

・利用者ニーズ等に応じて、交通モ
ードや運行体系を柔軟に見直し 

 
 

 
支線 
・路線バス等により、豊田～豊北
地域間を連絡 

・利用者ニーズに応じ交通モードを
柔軟に見直し 

 
 

 
幹線 
・路線バスにより、豊田～都市拠
点・菊川地域間を連絡 

 
 

 
新技術・デジタル等の活用(検討) 
・AI オンデマンド交通等の新たな技術の
導入 

・地域のあらゆる輸送資源の総動員 
・タクシー等を利用した新たな交通サー
ビスの導入 

 
 

第３章　計画の目標と基本方針

3．地域別の方向性
４）豊田地域
●南北を 縦貫する バス路線を 基軸

豊田～都市拠点・菊川地域間は、現
在の路線バスを連携軸とし、維持・確
保

●豊田～豊北地域間は、現在の路線バ
ス等により連携
利用者ニーズに応じて、交通モード
等の見直し、ネットワークの維持・ 確
保

●地域内は、豊田の総合支所周辺を拠
点とし、現在の路線バス、生活バス、
タクシーによる移動手段を確保

●生活バスについて、利用者ニーズ等
に応じて、AIオンデマンド交通の導
入等、新技術・デジタル技術の活用を
検討

●医療や福祉・観光等多様な主体と連
携し、地域のあらゆる輸送資源の総
動員、交通の空白地域・時間帯を中
心に、タクシー等を利用した新たな交
通サービスの導入を検討

資料：R4鉄道データ(国土数値情報)、サンデン交通GTFSデータ（R6.3時点）、ブルーライン交通GTFSデータ（R6.4時点）、下関市生活バスHP、下関

市都市計画基礎調査結果（令和４年度）、下関市
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角島 

 
幹線 
・JR山陰本線により、豊北～都市
拠点・豊浦地域を連絡 

 
 

 
支線 
・路線バス等により、豊北～豊田
地域間を連絡 

・利用者ニーズに応じ交通モードを
柔軟に見直し 

 
 

 
生活交通 
・路線バス、生活バス、NPO 法人
による運行サービスにより、豊北
地域内から豊北総合支所までの
アクセスを確保 

 
 

 
新技術・デジタル等の活用(検討) 
・AI オンデマンド交通等の新たな技術の
導入 

・地域のあらゆる輸送資源の総動員 
・タクシー等を利用した新たな交通サー
ビスの導入 

 
 

第３章　計画の目標と基本方針

3．地域別の方向性
５）豊北地域
●地域内は、豊北の総合支所周辺を地

域内の拠点とし、現在の鉄道、路線
バス、生活バス、タクシー、NPO法人
による運行サービスを活用し移動手
段を確保

●生活バスについて、AIオンデマンド
交通の導入等、新技術・デジタル技術
の活用について検討

●医療や福祉・観光等、多様な主体と
連携し、地域のあらゆる輸送資源の
総動員や、交通の空白地域・時間帯
を中心に、タクシー等を利用した新
たな交通サービスの導入を検討

資料：R4鉄道データ(国土数値情報)、サンデン交通GTFSデータ（R6.3時点）、ブルーライン交通GTFSデータ（R6.4時点）、下関市生活バスHP、下関

市都市計画基礎調査結果（令和４年度）、下関市



21

２．実施プログラム
第４章　目標達成に向けた施策

１．目標達成に向けた施策

・3つの基本方針に基づき、具体的な施策に取り組む。
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第４章　目標達成に向けた施策

２．実施プログラム
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第５章　計画の評価・推進

１．評価指標と目標値の設定
１）評価指標・目標値の設定 ２）モニタリング指標

・評価指標とあわせ、定期的に収集できるデータの活用を
基本としたモニタリング指標を設定

・計画の目標達成に向けた進捗状況を把握するため、　
5つの評価指標とそれぞれについて目標値を設定
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第５章　計画の評価・推進

２．推進体制
・計画の推進にあたっては、法定協議会を最大限活用し、多様な主体が連携・協議を図り、
 機動的・横断的な実行体制を構築

※運行事業者が乗合事業を新たに始める場合、
2ヶ月前までに事業認可申請が必要

法定協議会等における合意形成プロセス

路線設定の
有無の確認

路線延長へ向け
た関係者への意
見照会

事業者による運輸局への
手続き

運行系統の届出（30日前）
運賃・料金の届出（30日前）

停留所間のキロ程の届出（事後）

バス停設置に向
けた関係者への
意見照会

運
行
系
統
・
バ
ス
停
案
の
作
成

路線の認可申請（1ヵ月前）
運行系統の届出（30日前）
運賃・料金の届出（30日前）
停留所間のキロ程の届出（事後）

停留所の届出（事後）
運賃・料金の届出（30日前）
停留所間のキロ程の届出（事後）

路線設定あり

路線設定
なし

運行系統上に路線が
設定されているか否
かを運行事業者に確
認

公安委員会、道路管
理者、地権者にバス
停設置に問題ないか
確認

公安委員会（警察）、　
道路管理者に幅員・道
路形状に問題ないか
確認

ダイヤの検討
運行回数の届出（事後）

始発・終発時刻、運行時刻の届出
（事後）

ル
ー
ト
（
路
線
・
運
行
系
統
）

ダ
イ
ヤ

運
行
エ
リ
ア

乗降地点（停留所）の

設置に向けた関係者
への意見照会

営業区域の認可申請（1ヶ月前）
運送の区間等の届出（事前）
運賃・料金の届出（30日間）

※運行事業者が乗合事業を新たに始める場合、
2ヶ月前までに事業認可申請が必要

●営業区域外に地点を設置する場合

運送の区間等の届出（事前）
運賃・料金の届出（30日間）

営業区域を新設・変更する

乗降地点（停留所）を設ける 公安委員会（警察）、　道路
管理者、地権者等に乗降
地点（停留所）設置に問題
ないか確認

下
関
市
地
域
公
共
交
通
協
議
会
で
協
議
・
報
告

●営業区域内に地点を設置する場合

道路運送法の手続きは必要なし

※発車時刻もしくは到着時刻または運行間隔時
間の変更を伴う場合は、営業区域内に設置する
場合でも手続きが必要

運
行
エ
リ
ア
案
の
作
成

運賃の届出（30日前）運
賃
・
料
金

運賃・料金案の
作成

公聴会の
開催等

上限運賃の認可申請（3ヵ月前）

法定協議会等における合意形成プロセス
事業者による運輸局への

手続き

停
留
所
・
乗
降
地
点

新設や移設

に向けた

検討

道路管理者・

公安委員会・

地権者等との

事前協議

名称変更に

向けた検討

※私有地に設置する場合、
地権者の承諾書が必要

当該地域の

住民や地先に

説明

路線の認可申請（1ヶ月前）

運行系統の届出（30日前）

運行時刻の届出（事後）

運賃の届出（30日前）

 

停留所の届出（事後）

停留所間のキロ程の届出（事

後）

下
関
市
地
域
公
共
交
通
協
議
会
で
協
議
・
報
告

資料：「地域公共交通会議等運営マニュアル」（国土交通省中部運輸局）に基づき下関市作成

＜バス路線等の見直しプロセス例＞


